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１． はじめに―問題の枠組みと分析視角
ベトナムへの日本企業の直接投資が増加してい
る。その大きな原因はこれまで日本製造業の「工
場」であった中国での人件費の急激な上昇，中国
国内の景気減速，中国国内の政治不安定化に伴う
「反日運動」誘導とそれに伴う日系企業製品の不
買運動である。いわゆるリーマンショック（２００８
年）直後も中国の景気減速があったが，その後，
日本国内で東日本大震災が発生し，国内のサプラ
イチェーンが打撃を受けたため，中国に生産機能
の一部を移転する動きが相次いでいたものである。
しかし，２０１２年に顕在化した上記の問題により，
中国以外の生産拠点を増強しようとする動きが再
燃した。その有力な対象国の１つがベトナムと
なっているのである。ベトナムもベトナム共産党
の一党独裁体制であり，今後，経済発展により所
得格差や民主化要求の高まりなど，社会の不安定
が避けられないと考えるが，歴史的・政治的背景
から「反日運動」は起こる可能性はなく，その意
味で中国以上に日本の企業社会のなかで評価が高
まることは確実である。すでに社会問題としては
労働ストライキ，麻薬問題，凶悪犯罪が次第に増
加しているといわれているが政情は比較的安定し
ているといわれている。
ただし，経済発展に伴う流動性の増加によるイ
ンフレ，そして外資企業進出に伴う賃上げ圧力に
よって，ストライキが増えている。特にベトナム
がWTOに加盟した２００６年あたりからストライ
キは増えている。賃上げを求めるストライキはベ
トナムに限らず，中国，インド，インドネシアで
起こっている共通の現象であり，ベトナムでも今
後増加の一途をたどると思われる。物価上昇と賃
上げは並行して進行していくであろう。
また，WTO加盟をきっかけに，将来性を見込
んだ直接投資等の資金がベトナムに引き続き，流
入し，その一部が土地への投機に向かい土地価格
が高騰している。日本企業が進出する場合には工
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場用地使用権獲得のためのコスト，工業団地への
入居費，土地のリース価格にも影響を与えていく
可能性がある。また，ストライキに見られるよう
に，今後，賃金上昇圧力も強くなっていくであろ
う。
しかし，１９８０年代のドイモイ（刷新）政策
（ベトナム流の改革・開放政策をさす）発動以来
の系譜を引き継ぐ現指導部の路線は，国際社会と
の調和と経済発展という大方針においては変化が
なく，安定しているi。２０１１年には共産党書記長，
国家主席，首相のトップの３ポストで新体制への
移行があったが，こうした政治トップの交代が，
急激な政策の変化につながる可能性は当面，低い。
その意味で，外国企業にとっては予見可能な安定
した政治状態にあるといってよい。この結果，日
本からベトナムへの直接投資残高は順調に拡大し
ている。
日本においてのみならず，国際社会におけるベ
トナムのプレゼンスも高まっている。ただし，国
内的な要因の中でベトナム経済の発展を緩慢なも
のにしている要因としては直接投資を含む国外か
らの資金流入の一部がホーチミン市，ハノイ市な
どの大都市をはじめとした不動産投資ブームに火
をつけ，不動産バブル気味となったこと等がある。
ベトナムのストライキ件数
日本からベトナムへの直接投資残高の推移
図１
図２
出所：ベトナム Lao Dongウエブサイト（２００８年７月）
単位：１００万ドル
出所：日本貿易振興機構ホームページ，「海外ビジネス情報」
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しかし，２０１０年頃からその不動産バブルは弾け，
株式価格の低迷などの状況も現れている。
本論はこのような状況にあるベトナムの投資環
境を日系企業の投資動向を通じて一応の評価を提
示し，今後の展望に言及するものである。すなわ
ち，問題の枠組みとしてはベトナムの投資環境の
評価であり，分析視角は日系企業の目から見た判
断ということになる。
２． ベトナム投資環境の概観
ベトナムの投資環境において２００７年はベトナ
ムにとって画期の年であった。同年１月のWTO
加盟である。これによって，国際経済社会に本格
的に参加し，世界にベトナム経済が公式に認知さ
れたという大きな意義があった。２０１１年に決
まった新国家首脳による経済外交も盛んである。
新体制発足後は早速，首相，国会議長，国家主席
などが日本の他に米，中，印（戦略的パートナー
シップ），ラテンアメリカ４カ国（チリ，ベネズ
エラ，キューバ，ブラジル），アセアン諸国への
訪問を行った。特に訪米では首脳外交の際に米国
との間で１００億ドルのビジネス契約を結び，経済
的な関係を強化した。２０１１年にも日本との大型
ビジネスの成約が相次ぎ，国際協力銀行や三井住
友銀行は国有のエネルギー企業，ペトロベトナム
の石炭火力発電事業で日本から購入する蒸気ター
ビンを融資することが決まった。さらに日本の技
術を活用した新幹線，原子力発電所の導入に向け
ての検討も始まっていると報道されている。
投資のみならず，国際貿易も拡大の一途をたど
り，２０１０年の輸出は６６４億ドル（対前年比５．９％
増加），輸入は７７５億ドル（同７．６％増加）であ
るが，１１１億ドルという入超（貿易赤字）という
結果になっている。経済の成長に伴う国内消費と
輸出製品のための原材料・部品・機械類の輸入が
拡大し，貿易赤字になったものである。しかし，
投資や移転などの資金の出入りを加えた国際収支
においては黒字になっているため，短期的には懸
念する必要がない。もちろんこの傾向が長く続く
ことはベトナムの通貨価値や経済の安定性という
見地からは好ましいことでない。
ベトナムには外国からの直接投資の額がフロー
ベースで毎年２００億ドル前後あり（２００９年，
２０１０年），この外貨流入がこの入超（貿易赤字）
の額を補って，国際収支の黒字をもたらしている
ものである。しかし，仮に何らかの要因でベトナ
ムに対する外国からの直接投資が減少すれば，国
ベトナムの貿易額の推移
図３
単位：億米ドル
出所：Tran Thi Van Hoa（２０１１）
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際収支の黒字も減少することになり，外貨準備も
不安定になるという構造にある。したがって，ベ
トナムは輸出競争力を高めるべく，部品・原材料
生産のための裾野産業の育成とともに，引き続き，
魅力ある投資環境を維持し，外資企業誘致に注力
していく必要に迫られている。
ベトナムは発展途上国という立場でWTO加盟
を行ったため，規制の撤廃がWTO加盟時の工程
表どおり進まないのではないかとの懸念もあった
が，今のところベトナム政府は，体制の整備等を
通じてWTO加盟時に約束した貿易障壁の撤廃な
どを順調に履行している。これについては現地メ
ディアも以下のように報じている。
PM reaffirms WTO commitments ; Work needs
to be done on setting up a steering committee for a
program “to maintain economic growth and reduce
poverty via implementation of WTO commitments,”
Prime Minister NGYEN TAN DUNG has said.
The PM urged the government Office to coordinate
with the Ministry of Trade and Industry, Ministry of
Planning and Investment and other relevant bodies
to compile a draft decision that will revise a previ-
ous PM decision on the committee. Dung said the
steering committee should be moved from the Gov-
ernment Office to the Ministry of Trade and Indus-
try. Head of the steering committee will be deputy
minister from the Ministry trade and Industry ii.
生産にかかわる直接投資のみならずWTO加盟
により２００９年からはベトナムはサービス分野に
おいても外資企業に市場を開放しつつあり，その
進出認可手続きにやや不透明性があるとの指摘が
あるもの，次第に外資企業の進出も増加している。
国際流通グループの大手であるドイツのメトロ，
韓国の大手財閥ロッテ，日本の流通グループであ
るイオン，高島屋が進出済，あるいは進出の決定
を行っている。
現在，製造業含む第二次産業，サービス業含む
第三次産業はいずれも GDPの約４割を占めてい
るが，今後，製造業とともに規制緩和に伴い，
サービス企業のベトナムへの直接投資が一層進展
するものと考えられる。実際，新しい分野である
オフショア開発（海外にソフトウエア開発を委託
すること）によるソフトウエアなどプログラミン
グ開発は国際競争力が向上している。
３． 直接投資環境をめぐる日本企業の動向
ベトナムは１９８７年に外国投資法が施行されて
から８１カ国からの直接投資を受けている。１９８８
年から２００９年までの累計で最も直接投資を行っ
ているのは韓国企業（金額ベース構成比は１４％）
で，台湾（同１２％），マレーシア（同９％），日
本（同９％），シンガポール（同８％），米国
（同８％），英領バージン諸島（同８％）と続い
ている。進出している日本企業は件数ベースで
９５３社（２０１１年２月現在）となっている。
日本企業のベトナムへの直接投資の特徴は
１００％子会社設立の投資が多いこと，輸出志向型
であること，工業団地への立地が多いことであ
るiii。また，一般の機械製造業だけにとどまらず，
重工業分野や IT投資（ソフトウエアやシステム
開発）への投資も目立ってきている。日本以外の
国地域からのベトナムへの直接投資は不動産への
投資も増えている。
従来，南部への外資企業の進出が多くを占めて
いたが，２００１年以降，ハノイ周辺の北部紅河流
域地域の工業団地やインフラ整備による投資環境
の改善により，近年，北部は南部を上回る直接投
資が流入している。ASEANや中国さらにはベト
ナム南部で人件費が上昇する中でこの北部ベトナ
ムの低コストが注目を集め，企業立地が進展した
ものである。これにはホーチミン市などの南部に
偏った外資企業の立地を北部にも呼び込み，外国
直接投資の地域的平準化を図ってきたベトナム政
府の９０年代からの政策の成果のひとつであると
いえる。
１９９８年に日本商工会議所（ハノイ商工会，
ホーチミン市商工会）が設立されて以来，日本と
のビジネス関係は一層強化されている。日系企業
のベトナム直接投資は順調に進しており，地域
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的にも分野的にも広範にわたるようになっている。
日本からの企業進出も例えばハノイ近郊のタンロ
ン工業団地等への大手企業の投資が増えた影響で，
従来は北部の１件当たり投資額は大きかったもの
の，２００３年頃から日本の投資にも１件当たりの
額が小さくなる傾向がみられ，最終製品の組み立
てを行う大企業以外にも部品などを製造供給する
中堅中小企業のベトナム進出も進みつつあること
を示している。
ハノイと主要国際港であるハイフォン港を結ぶ
国道５号線に位置するノムラハイフォン工業団地
の立地状況を見ると２００１年以降の進出企業には
エアバッグやワイヤーハーネスなどの自動車部品，
電子部品，精密板金加工，プラスチック射出成
型・金型，金属プレス加工部品の製造を行う，い
わゆる裾野産業の中堅中小企業も多く見られる。
中国―ベトナム間の陸上交通路の整備によ
り，２００８年よりハノイと中国華南（広州）を結
ぶ定期便トラックを日系フォワーダーが就航させ
ており，今後はハイフォン港などからの海上輸送
に加えて，中国での部品をハノイの組立工場に搬
入し，組立後に第三国に輸出するというビジネス
モデルが日系メーカーの間では想定されている。
また，日本政府が協力しているタイからベトナム
までインドシナ半島を横断する第一東西回廊や第
二東西回廊の開通によって日系企業はタイの東部
臨海地域に立地する製造拠点から完成品，部品の
ベトナムへの搬入，さらには中国華南地域への陸
上輸送のリンケージも可能になっている。日本の
フォワーダーの中にはハノイから中国南部への定
期トラック便をすでに開始している企業もある。
したがって，この動きが発展していけば，ベトナ
ムは大企業，中小企業にかかわらず，タイや中国
華南地域と並ぶ家電，自動車の産業集積拠点のひ
とつになる可能性がある。ただし，賃金水準が高
い中国からの製品価格の方が賃金の安いベトナム
製よりもさらに安いという現象がみられる。ベト
ナムにおける現地の裾野産業がまだ十分に発展し
てないため，ベトナムでの素材・部品・原材料の
調達が，結局，タイや中国からの輸入に頼らざる
を得ないからである。
しかし，何と言っても日本企業社会の実務レベ
ルで高い評価を勝ち得ているのは日本企業がベト
ナムで直面する問題にベトナム政府が耳を傾ける
体制が確固としていることであるiv。日本政府と
ベトナム政府の間では２００３年４月に「日越共同
イニシアチブ」が設置され，直接投資にかかわる
問題を話し合いで解決していく仕組みができてい
る。これはベトナムが外資企業に対する投資環境
を改善するために実施すべき内容を「行動計画」
として認定し，両国で取り上げて，とりまとめ，
その改善施策にかかわる進評価を両国で行うも
のである。具体的には在ベトナム商工会議所が投
資環境の改善要望を日本政府やその関係機関に提
出し，行動計画を作成する。その計画を日本側が
ベトナムの関係省庁と調整し，両国の合同委員会
「日越共同イニシアチブ」第三期の主な行動計画
表１
投資環境改善分野 項 目
法制度・投資環境 取締役会決議ルール改善，外国投資窓口強化，ワーカー向けインフラ整備，
食の安全，報道被害への対応，流通業規制の緩和，マクロ経済の安定
税務・会計 法人税損金項目の明確化，短期滞在者免税手続きの改善，付加価値税インボ
イスの公正な運用，戦略的投資家の選定方法，貸出上限規制の緩和
労働 不適法なストライキへの対処，時間外労働拡大，人材育成
物流・税関 国際間陸路輸送円滑化，国際貨物ターミナル改善
知的財産権 知的財産権侵害の取り締まり強化，制度改善，啓蒙活動
産業 すそ野産業育成，自動車産業育成
インフラ整備 電源開発の促進，PPPスキームの導入，港湾整備，通信サービス向上，都
市内交通の安全性・利便性向上
出所：藤井亮輔「日越共同イニシアチブ及び日越経済連携協定（日越EPA）について」（２００８）より
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のもとで合意の最終の行動計画とし，その実施を
ベトナム政府が行ってゆくが，その際，その実現
のための側面支援（経済援助，技術援助等）を日
本政府が行う。
例えば「賃上げストライキの多発」，「インフラ
整備の不足」，「裾野産業の未成熟」といった投資
環境上の日本企業からの要求はこのシステムを通
じて公式にベトナム政府に伝えられ，協議される
のである。ベトナムにおける日本人商工会議所は
これまで様々な投資環境問題について，このよう
にベトナム政府に意見を上申して，改善されてき
ている。
４． ベトナムにおける日系企業のオペレーション
日本企業のうち，比較的早期に進出していたの
は繊維，電気機械，二輪等の輸送機械である。こ
のうち繊維については縫製業の進出が多い。進出
は直接投資ではなく現地企業への委託という形態
がほとんどである。現地企業にデザイン・使用素
材を指定したうえで発注し，生産技術指導を行い，
製品を買い取るという形での進出となっている。
本来的な直接投資ではない形態である。縫製作業
が多い労働集約産業のアパレル分野では早期から
海外での生産に取り組んできた。現在では中国を
中心とした生産拠点に大きく依存してきた。
しかしながら，すでに述べたように中国におけ
る投資環境の不安定化が現実のものとなったため，
上表の各社において今後２年間程度の時間軸の中
でワールドは拡大分をベトナムに移転しようとし
ている。オンワード樫山と三陽商会はそれぞれ中
国国内生産委託を約１０％程度引き下げると報じ
られているv。ベトナムについては三陽商会が
１５％まで引き上げ，さらにその他はミャンマー
を委託生産拠点にするという方針を発表している。
この他，アパレル子会社を多く抱える関西系の伊
藤忠商事がベトナム，ミャンマー，バングラデ
シュ，丸紅がベトナム，ミャンマーに縫製拠点の
整備を拡大・充実させる方針を表明しているvi。
以下では繊維以外の分野で筆者が行ったインタ
ビューに基づき，日系ベトナム進出企業の概要と
日常のオペレーションを事例として概観する。
最初に部品製造企業のオペレーションについて
述べる。
（１）日系企業 A社（金型製造）vii
A社は日系商社と機械メーカーの共同出資会社
である。ベトナムの国内販売では金型を日本企業，
イタリア企業に供給している。金型製造用の工作
機械は日本の工作機械メーカーから主に超大型マ
シニングセンターを輸入，金型を作る金属（鉄）
は日本，中国，韓国，台湾などから輸入している。
このうち韓国からのものが多くなっている。どこ
の国の鉄（製品）を輸入するかは顧客である輸送
機械メーカーの指定により，決定されるためにそ
れにしたがって対応する。製品価格は毎年１０～
２０％のプライスカットを納入先から求められて
いるが生産現場の生産性向上やコスト削減で対応
している。生産資機材は特殊でベトナムでは調達
できないため，輸入して持ち込んでいるが，ベト
ナム政府の外資優遇制度により関税免除，所得税
減免などにより，恩典をうけている
（２）日系企業 B社（金型製造）viii
B社にとってベトナム工場は中国拠点（蘇州，
深せん）２箇所，ベトナム（ハノイ），メキシコ
（米国から移設）の海外拠点のうちのひとつであ
る。取引先の大会社の要請でベトナムに生産拠点
を設立した。コストを抑えるために，中古機械を
日本から移設して，ハノイにあるタンロン工業団
地の管理棟の一室を借りて「小さく」，生産ス
タート。部品・原材料の調達は中国深せん工場か
ら金属素材を海上または航空にて輸入している。
最近はその取引先以外にも小規模の取引が他の日
系企業から増えている。南部のホーチミンの取引
アパレル大手の中国生産比率
表２
企業例 中国における生産比率（％）
ワールド ６０％
オンワード樫山 ７５％
三陽商会 ５５％
出所：日経産業新聞２０１２年９月２６日付
専修ビジネス・レビュー（２０１３）Vol.８No.１
6
先に対しては先方から発注データを送ってもらっ
て，ハノイで製品化して納入している。
（３）日系企業 C社（機械部品製造）ix
C社は名古屋の電線商社から始まり，生産を行
うメーカーになった。１９９３年に香港進出（営業
拠点：１００％出資），香港に隣接する中国・深せ
んに工場を立ち上げワイヤーハーネスを製造し，
さらに上海にも進出，２００６年３月にハノイ工場
を立ち上げた。ベトナム内の日系企業に納入して
いる。同社の経営上の課題は人手不足による賃金
のアップ（２００７年現在に比べて２倍），日本語能
力のある人材の育成である。２００７年にストライ
キが多発したため，進出しているハイズン省にも
日本企業間に連絡会（３０数社加盟）が発足し，
賃金水準にかかわる情報交換等を行うようになっ
ており，賃金問題に対応する参考にしている。
（４）日系企業 D社（２輪車部品製造）x
D社はベトナムでは工作機械製造は行っておら
ず，輸送機械向け部品製造のみである。２輪関係
の需要は拡大しており，増産のために今まで中古
であった工作機械に加えて新品の工作機械１０台
を日本から輸入している。また日本でもやってい
ない鋳造工程を開始し，一貫生産しようと，自社
でできない鋳造工程は近隣に進出してきている専
門の日系企業に依頼している。顧客の在ベトナム
日系完成品メーカーに３年間の買取保証の契約
ベースで供給している。
ベトナムでは中国製二輪車との熾烈な競争から
納入先からのコストダウン要求が厳しくなってお
り，既存製品に対しては年２回５％程度のコス
トダウン要求があり，これによる利益圧迫を新機
種用の部品の利益でカバーしている状況である。
原材料は鋳物関係とアルミ関係の素材を現地調達
できているが，鋳物関係の製品は品質のばらつき
（硬度）がある。なお，現在，設計は日本で行い，
ベトナム工場では旋盤加工をしているが，これか
らはベトナム工場でも設計を行ってゆく，このた
めの人材育成（本社への研修生派遣）も始めてい
る。８割の人員は初年度を試用期間とし，２年目
から本採用する。３～４年でワーカークラスのレ
ベルはかなり上がっている。
以上は部品製造を行っている日系企業である。
主にベトナムに進出した日系の最終製品メーカー
の生産拠点に納入するためにベトナムに進出した
という出自を持っている。「納入先」である日系
顧客の近隣に進出し，納期の短縮，在庫の削減，
コストの削減，少量多変種生産への対応を行って
いる。
次に最終製品の製造を行っている企業のオペ
レーションについても述べたい。
（５）日系企業 E社（輸送機械）xi
E社は二輪，四輪製造の製造メーカーである。
年間生産の二輪車は１１０万台，四輪車は０．４万台
を生産している。四輪は生産台数がまだ少なく，
製品１台当たりの償却費が高いため，自動化率を
極力抑え，手作業を行う部分を多くしている。二
輪は９１％まで現地調達率を進めたため，為替リ
スクは少ない。四輪はベトナムでエンジンを組立
ているが部品の大半はタイ，フィリピン，台湾，
日本，インドネシアから輸入。なお，製品規模が
小ロットのため，自動化ラインを導入できず，手
作業で生産する方式にしたが，その結果，日本国
内でも数少ない技術レベルを身に着けるほど従業
員の技術レベルも上がった。溶接工は半分の人員
をフィリピン，タイ，台湾で研修を実施している。
この E社の製品である二輪車，四輪車はベト
ナム国内向けであるが次に言及する F社，G社
は世界市場に出荷する最終製品の製造をベトナム
国内で行っている例である。この事例では日本か
ら世界市場向け輸出製品の生産拠点をベトナムで
代替しているという形態になっている。企業内の
アウトソーシング型の生産分業と言い換えてもよ
い。
（６）日系企業 F社（映像機器製造）xii
F社はもっぱら監視カメラ製品を製造し，日本
の本社にいったん売却し，そこから欧米，日本，
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その他アジア市場に輸出。将来，開発機能の一部
をベトナムに移す計画がある。優秀なエンジニア
を採用したいが，需要が供給を上回っており，な
かなか見つからない，とのことである。また仮に
優秀なエンジニアを採用できてもなかなか長期に
職場に定着しないので，引止め策として研修と給
与を工夫しているという。ベトナムの日系企業の
間では日本語のわかる人員への需要が大きい，募
集の方法は大卒のエンジニア募集については大学
就職課，新聞，インターネットで，それ以外の
ワーカーの募集は工業団地の募集掲示板で募集す
る。賃金は歩合制や出来高制はとらず，年齢・経
験が同じ従業員の給料は大体同じ水準。全員に面
接をして行う給与改訂は年１回。成績が悪いから
解雇するということはしていない，という。
（７）日系企業 G社（電機機械製造）xiii
G社は複合事務機メーカーの１００％子会社で，
白黒のレーザープリンター製造をしている。従業
員は２０００人（２００８（平成２０）年２月現在）。生
産方式は少量多品種生産に対応するためにショー
トラインと呼ばれるラインとセル生産の中間形態
で生産している。部品は中国およびベトナムに進
出している日系部品メーカーから調達している。
完成品は日本本社に販売し，それから全世界に輸
出（ドル建）している。在庫を極力少なくするた
めに，部品輸入は小分けにして頻繁に行う。同社
は経営上の留意点として，物価上昇や投機から土
地価格が急上昇しているため，進出の場合は早め
に決断して，土地を確保する。また，部品は全量
米ドルで輸入し，製品は日本の本社に全量ドルで
輸出しているため，為替リスクにも直面しない取
引構造にしている。すなわち，企業内取引（本社
からの生産委託）をベトナムで行っているという
形態になっている。
４． まとめ
今後，ベトナムが真の意味で持続可能な外国直
接投資の受け入れ先になるためには国内市場規模
を拡大していく必要がある。経済成長によって中
間層が創出され，それが直接投資によってベトナ
ムに蓄積された供給力の受け皿になることが持続
可能な安定した国民経済につながる。そうでなけ
れば，低賃金から賃金上昇に移ってゆく過程で，
外国企業はその生産拠点を撤退し，他のより低コ
ストな国に直接投資をシフトさせるであろう。
他方，国内市場の拡大に成功するならば，外国
企業はベトナムにとどまり，さらなる国内市場へ
の供給体制を構築するための直接投資を追加する
ことになる。この場合，現地市場の開拓が目標に
なるため，現地の市場に精通し，外国企業と連携
可能な資質を有する現地パートナーが存在するか
否か，といった点が投資環境評価のポイントに
なってゆく。
しかし，この点について，現時点では高い評価
をすることは難しい。なぜなら，国民経済の規制
緩和，市場経済化の推進を行う過程で，それがや
や性急に行われ，その弊害が発現しているからで
ある。
例えば，金融機関の規制緩和があまりに迅速に
行われ，土地投機に拍車をかけたため，現地の金
融機関や商業金融システムが脆弱である。このた
め，有力な現地の民間企業が育っていない。すで
にふれたように国内市場向け製品の販売のために
必要な小売り流通業の外国資本への開放は徐々に
進展してはいるものの，現地の有力なパートナー
企業も少なく，その動きは緩慢であるといわれて
いる。現在 GMS（総合小売り業）の分野に若干
の進出が実現しているが，SC（ショッピングセ
ンター）の進出はまだ進んでいない。その他のコ
ンビニエンスストアなどチェーン小売店分野への
進出が進むまでにはさらに時間がかかると考えら
れるxiv。
製造業においても，合弁相手としての候補にな
りうる現地企業が十分育っているとは言えない。
この背景にはパートナーの候補となる現地の大企
業が育っていないことがある。国有企業改革のな
かで国有企業集団から傘下の事業部が民営化し，
民間企業が多く出現されることが期待されていた
が，その速度が鈍っている。これは土地バブル崩
壊による株式市場の停滞も関連している。また，
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いったん，国営企業グループから分離・独立して
民間企業になった企業においてもその後の経営不
振で再び，国有資本の資金援助により救済され，
その結果，国有企業の子会社に戻ってしまう例も
現れている。すなわち，経営の失敗であり，経営
者が市場経済に的確に対応できないことも大きな
原因なのである。
例えば，筆者が訪問した繊維素材製造企業は
いったん巨大国有繊維企業から離脱し，民営化し
ようとしたものの経営不振が陥ったxv。同社はス
ペイン系の繊維企業に工場をリース契約によって
貸し出し，その企業向けに生産素材の全量を供給
するなどのビジネスモデルを考えだし，経営を安
定化させようとしたものの，納入先のスペインア
パレル企業が不振に陥り，リース契約は解除され，
結局，元の国有企業系グループ３社の資本参加に
よって経営の再生を図っていた。それでも，現在
稼働率は半分程度にとどまっており，経営状況は
依然として改善の兆しが見えていない。同社の再
建を託された社長は中間管理層の市場経済への理
解の欠如と新製品開発やマーケティング知識の不
足をあげている。
こうした現地パートナーの育成状況も投資環境
を評価し，直接投資等によってベトナムに進出す
ることを意思決定するにあたっては，必要な点で
ある。この他にも，今後ベトナム経済の発展過程
において様々に状況が変化するにつれ，重要な投
資環境の評価ポイントは多様化してゆくと思われ
る。
注
i 政治の不安定化の可能性においては２０１２年から急激
に民主化が進んだミャンマーの方が小さく，日本企業
の間ではミャンマーに対する評価も急速に上昇してい
る。
ii Viet Man News, p. 2. Mar. 4, 2008。
iii 日本機械輸出組合「インドシナ半島における投資・物
流環境の現状と事業機会」（２００８）日本機械輸出組合。
iv 坂田正三編「変容するベトナム経済と経済主体」
（２００８），日本貿易振興機構アジア経済研究所。
v 日経産業新聞２０１２年９月２６日１６面。
vi 同上
vii ２０１０年２月，筆者インタビューによる。
viii ２０１０年２月，筆者インタビューによる。
ix ２００９年３月，筆者インタビューによる。
x ２００９年３月，筆者インタビューによる。
xi ２００９年３月，筆者インタビューによる。
xii ２００８年３月，筆者インタビューによる。
xiii ２０１０年２月，筆者インタビューによる。
xiv コンビニエンスストアは現地のパパママストアとの競
合が明らかなため，おそらく外国資本による経営は許
可されず，現地企業が経営し，外資系コンビニエンス
ストアがノウハウや技術の提供，製品の供給（物販）
という分野で対価（ロイヤルティや製品納入代金）と
いう形の進出になることが多い。ベトナムについても
そうした形態になる可能性が高い。
xv ２０１２年１１月，筆者インタビューによる。
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